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公  告 

河川災害時における緊急対策業務（測量及び設計部門）に関する協定 

 次のとおり公告します。 

 平成３０年３月１９日 

関東地方整備局 

常陸河川国道事務所長 八尋 裕 

１．協定の概要 

（１）協定名    

河川災害時における緊急対策業務（測量及び設計部門）に関する協定 

（２）協定の目的 

  常陸河川国道事務所（河川）の管理区間内において、災害の発生のおそれがあ

る場合及び災害の緊急対策の必要性が生じた場合に、緊急的な現地調査、測量、

設計を実施し、被害を受けた施設の早期復旧と被害の拡大防止を図ることを目的

とする。 

（３）協定エリア 

常陸河川国道事務所管内の久慈川水系の河川及びその流域 

常陸河川国道事務所管内の那珂川水系の河川及びその流域 

（４）協定期間 

協定締結の日から平成３３年※３月３１日まで 

※ 平成３３年は西暦２０２１年を指す。 

（５）企業の業務成績、企業の優良表彰、企業の業務実績、有資格技術者数から総合的

に評価する。 

（６）協定締結後、必要な現地調査及び測量並びに設計を実施する場合は、速やかに業

務請負契約を締結する。業務の実施に当たっては関係法令を遵守するものとする。 

２．参加資格要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）

第９８条において準用する予決令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者で

あること。 

（２）関東地方整備局における平成２９・３０年度の｢測量｣かつ「土木関係建設コンサ

ルタント」業務に係わる一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること｡  

認定されていない場合は、当該業務に参加する資格を有しない。(会社更生法

(平成１４年法律第１５４号)に基づき再生手続き開始の申立てがなされている

者については､手続き開始の決定後､関東整備局長が別に定める手続きに基づく

一般競争(指名競争)入札参加資格の参加資格を受けていること｡) 

（３）本店が茨城県内または栃木県内に所在すること。 

「本店」とは関東地方整備局（港湾空港関係を除く）における平成２９・３０年 

度の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量、建設コンサルタント等）

の申請書「様式１」に記載された本社（店）をいう。 

（４）協定締結参加申請書（以下「申請書」という。）の提出期限の日から協定締結日

までの期間に、関東地方整備局長から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも

のとして、国土交通省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している

者でないこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づきに基づき更生手続き開始の申
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立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者(上記(２)の再認定を受けた者を除く)でな

いこと。 

（７）建設コンサルタント登録規定に基づき、河川、砂防及び海岸・海洋業務に登録が

あること。かつ測量法第５５条に基づく登録があること。 

３．出動の要請を行う順位の評価方法 

技術資料等説明書に示す評価項目と評価基準に基づき評価する。 

４．本協定に関する手続等 

（１）担当部局 

〒３１０－０８５１ 茨城県水戸市千波町１９６２－２ 

国土交通省関東地方整備局常陸河川国道事務所調査第一課 

電話 ０２９－２４０－４０６１（代表） 

FAX ０２９－２４０－４０８６ 

担当：調査第一課長   和田 紘希 

調査第一課専門官 平舘  治 

（２）技術資料等説明資料の交付期間及び方法 

①交付期間： 平成３０年３月１９日（月）から平成３０年３月２８日（水）までの

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分ま

で。ただし、最終日は１２時００分までとする。 

②交付方法： 国土交通省常陸河川国道事務所のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞして下さい。 

          URL: http://www.ktr.mlit.go.jp/hitachi/index.htm 

（３）協定締結参加申請書及び資料の提出期間、場所及び方法 

①提出期間： 平成３０年３月１９日（月）から平成３０年３月２９日（木）までの

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分ま

で。ただし、最終日は１２時００分までとする。 

②提出場所： 上記（１）に同じ。 

③提出方法： 持参又は郵送等（郵送は書留郵便等配達確認ができるもので提出期間

の消印有効。）により提出する。 

５．その他 

技術資料の作成要領及び協定締結業者の評価などの詳細については、「技術資料等

説明書」による。 
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技 術 資 料 等 説 明 書 

河川災害時における緊急対策業務（測量及び設計部門）に関する協定については、この技

術資料等説明書によるものとする。 

１．公告日 平成３０年３月１９日 

２．協定締結者  

関東地方整備局常陸河川国道事務所長 

茨城県水戸市千波町１９６２－２ 

３．協定の概要等 

（１）協定名    

河川災害時における緊急対策業務（測量及び設計部門）に関する協定 

（２）協定の目的 

   常陸河川国道事務所（河川）の管理区間内において、災害の発生のおそれがあ

る場合及び災害の緊急対策の必要性が生じた場合に、緊急的な現地調査、測量、

設計を実施し、被害を受けた施設の早期復旧と被害の拡大防止を図ることを目的

とする。 

（３）協定エリア 

常陸河川国道事務所管内の久慈川水系の河川及びその流域 

常陸河川国道事務所管内の那珂川水系の河川及びその流域 

（４）協定期間 

協定締結の日から平成３３年※３月３１日まで 
※ 平成３３年は西暦２０２１年を指す。 

（５）企業の業務成績、企業の優良表彰、企業の業務実績、有資格技術者数から総合的

に評価する。 

（６）協定締結後、必要な現地調査及び測量並びに設計を実施する場合は、速やかに業

務請負契約を締結する。業務の実施に当たっては関係法令を遵守するものとする。 

４．参加資格要件 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）（以下「予決令」という。）

第９８条において準用する予決令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者で

あること。 

（２）関東地方整備局における平成２９・３０年度の｢測量｣かつ「土木関係建設コンサ 

ルタント」業務に係わる一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること｡

認定されていない場合は、当該業務に参加する資格を有しない。(会社更生法(平

成１４年法律第１５４号)に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者に

ついては､手続き開始の決定後､関東整備局長が別に定める手続きに基づく一般競

争(指名競争)入札参加資格の参加資格を受けていること｡) 

（３）本店が茨城県内または栃木県内に所在すること。 

「本店」とは関東地方整備局（港湾空港関係を除く）における平成２９・３０年 

度の一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量、建設コンサルタント等）

の申請書「様式１」に記載された本社（店）をいう。 

（４）協定締結参加申請書（以下「申請書」という。）の提出期限の日から協定締結日ま 

での期間に、関東地方整備局長から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも 

のとして、国土交通省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している 

者でないこと。 
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（６）会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づきに基づき更生手続き開始の申立 

てがなされている者又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再生手 

続開始の申立てがなされている者でないこと。 

（７）建設コンサルタント登録規定に基づき、河川、砂防及び海岸・海洋業務に登録が

あること。かつ測量法第５５条に基づく登録があること。 

５．出動の要請を行う順位の評価に関する事項等 

（１）評価項目と評価基準 

以下の各評価項目について、評価基準に基づき評価する。 

評価項目 判断基準 評価のウエイト 
①企業の業務成績 

（関東地方整備局発注業

務（港湾空港関係を除く）

で土木関係建設コンサル

タント業務、または測量）

の平成２７年度から２８

年度末までに完了した平

均業務成績点 

土木関係コンサルタン

トと測量の両者に成績点

を有する場合は平均値と

する）

①７８点以上

②７７点以上７８点未満

③７６点以上７７点未満

④７５点以上７６点未満

⑤７４点以上７５点未満

⑥６０点以上７４点未満

⑦６０点未満

⑧関東地方整備局発注業務（100万円を超え

る業務）の実績がない場合

①３０点

②２４点

③１８点

④１２点

⑤６点

⑥０点

⑦選定しない

⑧加点しない

②企業の優良表彰

  （関東地方整備局発注業

務（港湾空港関係を除く）

で平成２７年度から２８

年度末までに完了した業

務のうち優良表彰を受け

た経験がある者）

①河川構造物の設計において優良業務表彰

（局長）を受けた経験がある者

②河川構造物の設計において優良業務表彰

（事務所長）を受けた経験がある者または

河川構造物の設計以外において優良業務表

彰（局長）を受けた経験がある者

③河川構造物の設計以外において優良業務表

彰（事務所長）を受けた経験がある者 

①５点

②３点

③１点

③企業の業務実績

  （平成１９年度以降の常

陸河川国道事務所の河川

に関する業務実績） 

①実績あり

②実績なし

①１５点

②０点

④有資格者数 

（本協定に対応可能な有

資格技術者で、１技術者１

資格とし重複しないよう

にする） 

①技術士（総合技術監理部門（建設－河川、 

砂防及び海岸･海洋科目）または建設部門－

河川、砂防及び海岸･海洋科目）３名以上

②国土交通省登録技術者 ３名以上

③ＲＣＣＭ(河川、砂防及び海岸･海洋部門) 

もしくは、土木学会認定技術者(特別上級､

上級､1級) ３名以上 

④①の技術士または②の国土交通省登録技術

者または③のＲＣＣＭまたは土木学会認定

技術者(特別上級､上級､1級)が１名以上 

⑤上記以外 

①１０点

②５点

③３点 

④１点 

⑤選定しない 

６．本協定に関する担当部局 

〒３１０－０８５１ 茨城県水戸市千波町１９６２－２ 

国土交通省関東地方整備局常陸河川国道事務所調査第一課 

電話 ０２９－２４０－４０６１（代表） 

FAX ０２９－２４０－４０８６ 

担当：調査第一課長   和田 紘希 

調査第一課専門官 平舘 治 
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７．資料の作成及び提出 

（１）本協定に参加希望者は、下記のとおり申請及び資料等を提出すること。 

① 提出期間：平成３０年３月１９日（月）から平成３０年３月２９日（木）までの    

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分 

まで。ただし、最終日は１２時００分までとする。 

② 提出場所：上記６．に同じ。 

③ 提出方法：持参又は郵送等（郵送は書留郵便等配達確認ができるもので提出期 

間の消印有効。）により提出する。 

（２）申請書は、様式－１により作成すること。会社の代表印を押印すること。 

（３）様式－２は、次に掲げるところに従い作成すること。 

①平成２９・３０年度一般競争（指名競争）参加資格認定の業種区分 

４．（２）に掲げる資格があることを判断できる資料を添付すること。 

②測量法第５５条に基づく登録状況 

４．（７）に掲げる登録状況を記載すること。 

③建設コンサルタント登録規程に基づく登録状況 

４．（７）に掲げる登録状況を記載すること。 

（４）申請書及び資料等に関する問い合わせ先 

６．に同じ。 

８．協定締結者の通知 

平成３０年４月５日付けで通知する。 

９．参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

（１） 参加資格がないと認められた者及び申請書、資料等が適正と認められなかった者

は、担当部局に対して参加資格がないと認めた理由等について、次により書面に

て説明を求めることができる。（様式は自由とする。） 

①提出期限： 平成３０年４月９日（月）１７時１５分。 

②提出場所： 上記６．に同じ。 

③提出方法： 書面は、持参によるものとし、ＦＡＸ、郵送等によるものは受け付

けない。 

（２） 担当部局は、説明を求められたときは、平成３０年４月１３日（金）までに、説

明を求めた者に対し、書面にて回答する。 

１０．技術資料説明書に対する質問 

（１）この技術資料説明書に対する質問がある場合においては、次により提出すること。 

①提出期間：平成３０年３月１９日（月）から平成３０年３月２２日（木）までの 

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分 

まで。ただし、最終日は１２時００分までとする。 

②提出場所：６．に同じ。 

③提出方法：書面は、持参によるものとし、ＦＡＸ、郵送等によるものは受け付け 

ない。 

（２）（１）の質問に対する回答は、次のとおり閲覧に供する。 

①期  間： 平成３０年３月２７日（火）から平成３０年３月２９日（木）の 

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時３０分から１７時１５分 

まで。ただし、最終日は１２時００分までとする。 

②場  所： ６．に同じ。  

１１.その他 

（１）申請書及び資料等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

（２）提出された申請書及び資料等を参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しない。 
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（３）提出された申請書及び資料等は返却しない。 

（４）提出期限以降における申請書及び資料等の差し替え及び再提出は認めない。 



（案）
河川災害時における緊急対策業務(測量及び設計部門)に関する協定書 

 国土交通省関東地方整備局常陸河川国道事務所長（以下「甲」という。）と、○○設計株式会社

（以下「乙」という。）とは、洪水・地震等で発生した自然災害（以下「災害」という。）におけ

る河川災害緊急対策業務(測量及び設計部門)（以下「業務」という。）の実施に関し、次のとおり

協定する。

 （目 的）

 第１条 この協定は、常陸河川国道事務所（河川）の管理区間内（以下「管内」という。）にお

いて、災害が発生した場合に、被害施設の早期復旧と拡大防止に資することを目的とする。

 （業務の内容）

 第２条 甲は、管内で災害が発生した場合に現地調査、測量及び設計が必要と認める時には、乙

に出動を要請することができるものとする。

   ２ 乙は、前項の要請があった時は、甲の指示により当該箇所における現地調査、現地測量、

緊急対策設計を実施するものとする。

   ３ 本協定による業務は、河川管理施設の機能確保、機能復旧、被害拡大防止のための緊急

的に実施する必要がある場合を基本とする。 

４ 乙は、適切な対応ができるよう気象情報、河川情報、道路交通情報等について、的確な 

情報収集に努めるものとする。

 （業務の実施エリア）

 第３条 業務の実施エリアは、常陸河川国道事務所管内の久慈川水系の河川及びその流域、常陸

河川国道事務所管内の那珂川水系の河川及びその流域とする。 

 （出動の要請）

 第４条 甲は、乙に対し第３条の業務の実施エリアにおける業務のための出動を書面又は、電話

等の方法により要請するものとする。

 （契約の締結）

 第５条 甲の出動要請があった場合には遅滞なく、業務に関する随意契約を締結するものとする。

 （業務の指示）

 第６条 第４条の出動の要請に伴う業務の指示は、甲が行うものとし、乙はその指示に従うもの

とする。

 （業務の実施及び報告）

 第７条 乙は、第６条に基づく出動要請があった場合は、直ちに出動し、業務を実施するものと

する。

   ２ 乙の責任者は、出動後遅滞なく業務の状況を甲に報告し、概略とりまとめ資料を必要に

応じ担当課長等に提出するものとする。

３ 乙は、業務完了後、速やかに成果品を担当課長等に提出するものとする。

（乙の責務）



 第８条 乙は、業務の履行にあたっては、業務の意図及び目的を十分に理解し、業務の遂行に努

めなければならない。

   ２ 業務の実施にあたっては、諸法規を遵守し作業の安全と円滑を図るとともに、担当職員

と密接な連絡をとり業務を遂行しなければならない。

 （機密の厳守）

 第９条 乙は、業務の実施により生じる全ての成果品等を許可なく他に公表及び貸与してはなら

ない。また、業務実施中に知り得た情報を他に漏らしてはならない。

 （土地への立入り）

 第10条 業務遂行のため民地等に立入る場合は、あらかじめ身分証明書の交付を受け、常に携帯

するとともに、関係者に誠意をもって接しなければならない。

 （有効期限及び効力） 

 第11条 本協定の有効期限は、協定締結の日から平成３３年※３月３１日までとする。 

     ただし、乙が取引停止の事実や不渡りの情報、会社更生法・民事再生法の申請、信用の

失墜等があった場合の他、一般競争（指名競争）入札参加資格業者のうち測量又は土木コ

ンサルタント業務のいずれかに認定されない場合、甲は書面による通告をもって協定解除

が行うことができるものとする。 

※平成３３年は西暦２０２１年を指す。 

 （協 議）

 第12条 本協定に定めのない事項又は、疑義を生じた事項については、その都度甲、乙協議して

定めるものとする。

 （雑 則）

 第13条 本協定の証しとして、本通２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通を保有する。

平成３０年  月  日（ ）

甲   茨城県水戸市千波町１９６２－２

国土交通省関東地方整備局              

常陸河川国道事務所長             

乙


